中国の地域間経済力と財政力格差実態に対する基礎的考察 : 県レベルのデータを中心に by 徐 一睿


























                                                     
1 World Bank（2003）は、中国の「改革・開放」後の 20 年間にわたる経済成長を評価すると同時に急速な
経済格差の拡大問題の深刻さを指摘した。 
2 http://hdr.undp.org/en/reports/ 








－ 2 － 
本論文の目的は、2000 年以後のマクロ政策の移行期に焦点を当て、中国の地域間の経済力と
財政力格差の実態を、県レベルのデータを用いてタイル尺度による計測することである。また、
























                                                                                                                                          





4 Fan and Sun（2008）、Ramstetter, Dai, Sakamoto,（2009）、坂本（2009）、Wang（2008）、Brandt and Rawski
（2008）、加藤、西島（2005）などを参照。 
5 秋田、川村（2001）は 90 年代の地域間所得格差に対する検証は省レベルを降りて、市レベルを分析対象
とした研究がある。 












ここで、まず 2000 年以後に実施された中央主導の地域政策を振り返ってみよう。 
2000 年以後、中央主導の地域政策をまとめると、段階的に３つの段階に分けられる。第１段
階は 2000 年以後に提起された「西部大開発」である。「西部大開発」とは、東部沿海地区の経
済発展から取り残された内陸西部地区を経済成長軌道に乗せるために、2000 年 3 月から実施さ
れた政策である。 
第２段階は 2002 年に提起された「東北振興」である。「東北振興」は 2002 年 10 月の共産党
第 16 期中央委員会第 3 回全体会議において提起されたものであり、その目的は、東北地域の旧
工業基地の復興と再発展を狙うものであり、「西部大開発」と並んで、経済発展の両輪に切り上
げようとした。 











                                                     
6 国家統計局の告示を参照せよ。http://www.stats.gov.cn/tjzs/t20110613_402731597.htm 





本稿の検証に用いられる県レベルのデータはミシガン大学 China Data Center により整理し




















                                                     
7 たとえば、中国国内において、最も多い人口を持っている河南省では、2006 年の総人口は 1 億を超えて
おり、日本の 1 億 3 千万人という総人口と比べれば、ほぼ同水準である。 
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黒龍江省（呼蘭区、阿城区）。外した地域サンプル数は 69 地域である。 
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ቇ  （1） 
ただし、 ௜ܻ௝ は  i 地域にある j 省の GRP、財政収入ないし財政支出 
          ௜ܻは Σ ௜ܻ௝ であり、i 地域の GRP、財政収入ないし財政支出の合計 
          Y は 全国の GRP、財政収入ないし財政支出の合計 
i 地域内部格差を表す Tpi は次のように書ける。 
௣ܶ௜ ൌ ∑ ቀ௒೔ೕ௒௜ ቁ௝ ݈݋݃ ቆ
௒೔ೕ ௒ൗ௉೔ೕ ௉ൗ
ቇ   (2) 
総格差は、地域内での格差と地域間での格差につぎのように分解される。 
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2006 年 10 月 11 日の中国共産党第 16 期六中全会が、「社会主義和諧社会の構築についてのい
くつかの重大問題に関する決定（以下、「決定」）12」を提起した。「決定」は、その冒頭におい
て、「和諧社会」の重要性と緊迫性について言及し、現行社会における対立と問題について「都




12 2002 年 11 月に開催された中国共産党第 16 回党大会において、江沢民が党を代表して最後の政治報告を
行った際に、「和諧」という 2 文字にはじめて言及した。2003 年 3 月に開催された第 10 期全国人民大会第
1 回会議で、国家主席に就任した胡錦濤を中心に、同年 10 月に開催された党 16 期三中全会において、「経
済体制改革を深化させる若干の問題に関する決定」を採択し、「科学的発展観」と「和諧社会」という 2 つ















 GRP シェア推移：2000 年東部地域の GRP のシェアは 48.8％であったが、その後、そのシェ
アは若干上昇し、2003 年は 50.3％となり、その後は緩やかに下降し、2010 年では 46.0％に下
落している。 
財政収入シェアの推移：2000 年東部地域の財政収入のシェアは 42.6％であったが、その後、
そのシェアは急速に上昇し、2003 年は 50.9％となり、その後はほぼ横ばいに推移している。 
財政支出シェアの推移：2000 年東部地域の財政支出のシェアは 36.3％であったが、2003 年
は 37.9％となり、若干の上昇が見せたものの、2003 年以後は下落傾向にあり、2010 年になる
と、31.5％までそのシェアを下げている。 
２、 中部地域 
 GRP シェアの推移：2000 年から 2010 年にかけて、中部地域の GRP シェアは 23％−24％とい
う狭いレンジでほぼ横ばいで推移している。 
 財政収入シェアの推移：2000 年中部地域の財政収入シェアは 26.9％だったが、その後は下落
傾向が見られ、2003 年に 21.8％まで下落している。その後はほぼ横ばいで推移している。 
 財政支出シェアの推移：2000 年から 2010 年にかけて、中部地域の財政支出は狭いレンジで
ほぼ横ばいで推移している。 
３、 西部地域 
 GRP シェアの推移：2000 年から 2010 年にかけて、西部地域の GRP シェアは緩やかな増加傾
向にあり、2000 年の 18.4％から 2010 年の 20.7％に増えている。 
財政収入シェアの推移：2000 年から 2003 年までに比較的大きな下落傾向が見られ、2000 年





－ 8 － 
の 23.7％から 2003 年の 20.6％へ減少し、その後はほぼ横ばいで推移している。2010 年では
21.3％となる。 
財政支出シェアの推移：2000 年から 2007 年まで、若干上下に動きを見せたものの、2008 年
以後から支出シェアが急速に増え、2000 年の 30.1％から 2010 年の 34.6％に上昇している。 
４、 東北部地域 
 GRP シェアの推移：2000 年の初頭にほぼ横ばいに進んだものの、2004 年以後に若干の下落
を経て、2006 年以後は再び上昇傾向に戻った。2000 年の 8.1％から 2010 年の 9.0％に上昇して
いる。 
 財政収入シェアの推移：2000 年の 6.9％からほぼ横ばいで推移し、2002 年は 7.2％に上昇し
た後に 2004 年までに若干低下し、その後は少しずつ回復傾向にあり、2010 年では 8.1％まで上
昇している。 
財政支出シェアの推移：2000 年から 2010 年はほぼ変化もなく 8％という狭いレンジで推移し
ている。 
以上のことをまとめれば、以下の特徴が見えてくる。 







































2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
GDP 財政収入 財政支出
(%)









次に、財政収入と財政支出の対 GDP 比の地域間変化の推移を確認する。財政収入の対 GDP
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GDP 財政収入 財政支出
(%)
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比は全国レベルでみても、それぞれの地域でみても、低下傾向にあったものが、2004 年以後は
共に増加傾向に転じた。2000 年段階で財政収入の対 GDP 比が最も高かったのは西部地域の
4.7％であり、中部地域の 4.0％、東部地域の 3.2％、東北地域の 3.1％が続く。2010 年になると、
財政収入の対 GDP 比が最も高かったのは東部地域の 5.4％となり、西部地域は 5.2％、東北地
域は 4.5％、中部地域は 4.4％となった。2004 年以後、全国レベルで財政負担が急速に増える傾
向の中で、東部地域の財政負担がいっそう強くなり、逆に中西部地域は財政負担も増えている
ものの、その負担の増加は比較的に緩やかであった。 
財政収入の対 GDP 比の高揚に伴い、財政支出の対 GDP 比も 2000 年以後、全国レベルでみて
も、それぞれの地域でみても一貫して増えてきている。図 2−2 から確認できるように、全国レ
ベルでは、2000 年の 6.3％から 2010 年の 13.4％に増えており、財政支出の対 GDP 比は倍増し
ている。西部地域の財政支出の対 GDP 比は他地域と比べて突出した高さが特徴的である。2010
年西部地域の財政支出の対 GDP 比は 22.4％となり、中部地域の 14.0％や東北地域の 12.6％、
東部地域の 9.2％と比べてかなり高い水準であった。特に 2008 のリーマンショック以後、他地
域と比べて、西部地域の伸びは顕著であった。 
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ここでは、ミシガン大学 China Data Center から得られた県別の地域内総生産（名目値）、各




年から 2010 年までの地域間経済力と財政力の格差とその要因分解の結果である。 
まず、中国の県レベルの地域間経済力の格差は 2000 年時点では 0.223 であったが、それ以後
徐々に増加し 2008 年には 0.306 にまで達した。2008 年以後は 0.306 近辺で安定している。 
次に、財政収入の格差は 2000 年時点では 0.216 であったが、それ以後急速に増加し 2007 年
には 0.571 まで達した後に、減少傾向に移り、2010 年時点では 0.519 まで減少してきた。 
さらに、財政支出の格差は 2000 年時点では 0.118 であったが、2003 年の 0.145 まで徐々に増
加した。2004 年以後はほぼ横ばいで推移している。2010 年時点では 0.144 であった。 
県レベルのデータで検証した結果、一人当たり GRP、一人あたり財政収入、一人当たり財政
支出の３つの指標を総覧すると、概ね伸びる傾向にある。2000 年から 2010 年にかけて、一人
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域内格差」の拡大によるものであることが分かる。「地域内の所得格差」は 2000 年時点の 0.156
から 2010 年の 0.250 までに拡大、「地域内の財政収入格差」は 2000 年の 0.192 から 2010 年の
0.443 までに拡大、「地域内の財政支出格差」は 2000 年の 0.106 から 2010 年の 0.130 までに拡
大している。 
次に、それぞれの格差部分を全体の地域間格差に対する寄与度（％）を確認しよう。一人当
たり GRP における地域内格差は 2000 では 69.8％であったが、2003 年まではほぼ横ばいで推移
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地域内格差 ４地域間格差 地域合計格差 
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69.8  69.5  69.4  69.7  71.1  
75.1  76.5  78.3  
80.2  81.8  82.0  
30.2  30.5  30.6  30.3  28.9  
24.9  23.5  21.7  
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寄与度を見ると、2000 年時点の４地域間格差の寄与度は 11.3％であったが、2003 年にかけて
「４地域間格差」の寄与度は 19.3％まで徐々に上昇し、2004 年以後は減少傾向になり、2007
年以後は 14％という狭いレンジでほぼ横ばいで推移している。さらに、一人当たり財政支出の
「地域内」と「４地域間」の格差寄与度を見ると、2000 年から 2003 年にかけて、４地域間格
差の寄与度は若干上昇したが、2004 年から 2007 年にかけて 4 地域間支出格差が大きく減少し
た後、2008 年のリーマンショック以後は再び上昇傾向に転じていた。 
最後に、2000 年と 2010 年のそれぞれの省の県レベルのデータを用いて、地域間、省間、省
内格差はどのように変化したか、さらに、タイル尺度に対する要因分解を行うことで、省内格
差と省別格差はどのように推移していたかを確認する。 
まず、４つの地域内の一人当たり GRP 格差の変化を確認しよう。表 2 で確認できるように、
東部地域と西部地域内の一人当たり GRP 格差は急速に拡大している。それに対して、中部地域
内の格差も拡大しているとはいえ、東部地域と西部地域と比べ、格差の拡大幅が小さい。一方、
東北地域内の格差はこの 10 年でほぼ変わっていない。 
次に、４つの地域内の一人当たりの財政収入格差の変化を確認しよう。表２で確認できるよ
うに、この 10 年間で４つの地域内の格差は共に急速に拡大していることが分かった。特に西部
地域は 2000 年の 0.25 から 2010 年の 0.60 に上昇し、西部地域内の財政収入の格差は極めて大
90.1  89.6  89.7  88.8  91.6  
93.8  94.2  95.1  91.5  92.3  90.3  
9.9  10.4  10.3  11.2  8.4  
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きいことが確認できる。 
最後に、４つの地域内の一人当たりの財政支出格差の変化を確認しよう。表２で確認できる
ように、東部地域内の一人当たり財政支出格差は 2000 年の 0.09 から 2010 年 0.15 に大幅に上
昇したことを除けば、中部地域と西部地域の格差はほぼ変わっておらず、東北地域は逆に格差
が縮小していることが確認できる。 
2000 年と 2010 年の個別の省内の格差も確認してみる。 
















また、2000 年と 2010 年の省内格差と省間格差を比較してみる。 
2000 年一人当たり GRP の省内格差は 0.14、2010 年になると 0.20 に拡大した。省間格差は 0.08
から 0.11 に拡大した。一人当たり財政収入の省内格差は 2000 年の 0.16 から 2010 年の 0.32 に
大きく拡大し、省間格差は 0.06 から 0.20 に大きく拡大した。一人当たり財政支出の省内格差
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東部地域(478) 0.17 0.23 0.09 48.84 42.61 36.33 31.96
1 河北省(136) 0.10 0.09 0.04 8.25 5.90 5.66 6.38
2
江
蘇省(52) 0.25 0.36 0.16 9.68 8.96 6.79 5.59
3 浙
江
省(58) 0.09 0.09 0.04 8.28 7.21 5.60 3.60
4 福建省(58) 0.13 0.11 0.04 5.50 5.24 3.81 2.87
5 山東省(91) 0.14 0.14 0.08 10.16 10.68 8.08 7.44
6 広東省(67) 0.14 0.24 0.07 6.28 3.78 5.53 5.42
7 海南島(16) 0.04 0.04 0.04 0.68 0.84 0.87 0.67
中部地域(498) 0.10 0.10 0.06 24.71 26.86 25.00 32.01
1 山西省(96) 0.12 0.10 0.04 1.88 2.59 2.80 2.71
2 安徽省(61) 0.07 0.06 0.06 3.21 4.45 3.81 5.36
3
江
西省(80) 0.06 0.07 0.03 2.41 3.41 3.62 3.92
4 河南省(109) 0.10 0.13 0.05 7.64 6.54 6.12 9.11
5 湖北省(64) 0.08 0.08 0.06 4.52 5.11 4.26 4.72
6 湖南省(88) 0.06 0.07 0.05 5.05 4.76 4.38 6.20
西部地域(774) 0.19 0.25 0.16 18.38 23.68 30.16 28.44
1 内モンゴル(80) 0.14 0.23 0.12 1.76 2.49 3.08 1.95
2 広西(75) 0.07 0.12 0.07 2.66 3.70 3.42 4.06
3 四川省(138) 0.16 0.21 0.17 5.20 4.72 5.92 7.16
4 貴州省(76) 0.10 0.10 0.04 1.62 2.34 2.87 3.71
5 雲南省(117) 0.19 0.24 0.09 2.47 4.08 6.06 4.05
6 陝西省(83) 0.09 0.15 0.08 1.51 2.21 2.43 2.78
7
甘
粛省(69) 0.26 0.33 0.13 0.85 1.17 2.04 2.05
8 青海省(39) 0.21 0.34 0.19 0.31 0.41 0.87 0.46
9 寧夏(13) 0.30 0.38 0.04 0.23 0.28 0.55 0.38
10 新
疆
(84) 0.31 0.40 0.13 1.77 2.29 3.44 2.91
東北地域(148) 0.14 0.13 0.11 8.08 6.86 8.51 8.51
1 遼寧省(44) 0.19 0.15 0.06 3.38 3.12 3.12 2.73
2 吉林省(40) 0.05 0.14 0.21 2.21 1.69 2.48 2.13
3 黒龍
江
省(60) 0.12 0.08 0.08 2.51 2.36 2.91 2.73
地域内格差部分(A) 0.16 0.19 0.11 69.6 88.4 89.6
4地域間格差部分(B) 0.06 0.03 0.01 30.4 11.6 10.4
省内格差部分(A*) 0.14 0.16 0.08 62.7 72.4 70.7
省間格差部分(B*) 0.08 0.06 0.04 37.3 27.6 29.3
地域総合格差(1898)
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東部地域(478) 0.27 0.45 0.15 45.97 49.37 31.46 31.56
1 河北省(136) 0.19 0.31 0.07 7.07 4.66 5.26 6.44
2
江
蘇省(52) 0.37 0.40 0.18 11.44 16.22 7.66 5.29
3 浙
江
省(58) 0.11 0.13 0.05 7.12 9.51 5.07 3.48
4 福建省(58) 0.13 0.20 0.06 4.03 3.91 2.66 2.81
5 山東省(91) 0.17 0.28 0.09 11.38 10.28 6.36 7.27
6 広東省(67) 0.17 0.39 0.11 4.31 4.05 3.48 5.56
7 海南島(16) 0.06 0.17 0.03 0.61 0.74 0.97 0.73
中部地域(498) 0.17 0.33 0.07 24.34 21.29 25.41 32.19
1 山西省(96) 0.20 0.32 0.05 2.61 3.25 3.10 2.68
2 安徽省(61) 0.13 0.30 0.07 2.96 3.16 3.79 5.22
3
江
西省(80) 0.09 0.14 0.04 2.73 3.81 3.80 4.07
4 河南省(109) 0.17 0.40 0.05 8.28 5.45 6.22 9.52
5 湖北省(64) 0.10 0.18 0.08 3.11 2.32 3.86 4.50
6 湖南省(88) 0.18 0.28 0.05 4.65 3.30 4.64 6.21
西部地域(774) 0.35 0.60 0.17 20.66 21.27 34.62 29.06
1 内モンゴル(80) 0.45 0.89 0.18 3.58 3.65 4.02 1.92
2 広西(75) 0.07 0.18 0.07 2.40 2.03 3.34 4.25
3 四川省(138) 0.15 0.41 0.27 4.68 4.13 8.18 7.08
4 貴州省(76) 0.13 0.19 0.02 1.62 2.22 3.40 3.93
5 雲南省(117) 0.18 0.27 0.06 2.36 3.19 4.70 4.21
6 陝西省(83) 0.37 0.91 0.12 2.64 2.28 3.18 2.76
7
甘
粛省(69) 0.36 0.43 0.13 0.86 0.63 2.56 2.03
8 青海省(39) 0.46 1.07 0.16 0.43 0.33 1.06 0.49
9 寧夏(13) 0.37 0.56 0.05 0.32 0.40 0.74 0.39
10 新
疆
(84) 0.30 0.37 0.06 1.77 2.41 3.44 1.99
東北地域(148) 0.15 0.30 0.07 9.02 8.06 8.51 7.18
1 遼寧省(44) 0.12 0.12 0.04 4.26 4.94 3.12 2.54
2 吉林省(40) 0.05 0.15 0.06 2.58 1.71 2.66 1.99
3 黒龍
江
省(60) 0.15 0.24 0.11 2.19 1.42 2.73 2.65
地域内格差部分(A) 0.25 0.44 0.13 82.0 84.7 90.3
4地域間格差部分(B) 0.05 0.08 0.01 18.0 15.3 9.7
省内格差部分(A*) 0.20 0.32 0.10 64.4 62.1 67.1
省間格差部分(B*) 0.11 0.20 0.05 35.6 37.9 32.9
地域総合格差(1898)
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することであるが、これについて、上記の考察から次の結論が得られる。 
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